
 

 

独立行政法人日本スポーツ振興センターの第４期中期目標期間の終了時に見込まれる業務実績評価の結果を踏まえた 

令和４年度における業務運営の改善等への反映状況 

 

中期計画項目 
第４期中期目標期間の終了時に見込まれ

る業務実績評価における主要な指摘等 
左記の指摘等を踏まえた令和４年度における業務運営の改善等への反映状況 

Ⅰ－４ スポーツ・

インテグリティの保

護・強化 

地域のスポーツ団体におけるインテグ

リティ教育を促進させるため、更なる情

報提供機会の確保及び研修等の実施。 

より多くの地域のスポーツ団体に情報提供するために、日本スポーツ協会と連携

し、スポーツガバナンスウェブサイトが総合型地域スポーツクラブの認証に活用され

た結果、同ウェブサイト登録団体数は前年度比 110％増となった（令和５年２月末時

点：1,944 団体）。 

また、コンプライアンスに関する研修について、同ウェブサイト登録団体を対象に

オンラインで開催するとともに、研修動画を視聴できるようにするなど、より多くの

団体が視聴できるように工夫した。 

 

Ⅰ－５ 災害共済給

付の実施と学校安全

支援の充実 

子ども子育て支援新制度の開始に伴い

新たに加入対象となった教育・保育施設

等の加入促進に向け、関係省庁・自治体

等との連携・協力関係を強化する取組を

行い、当該教育・保育施設等に対する災

害共済給付制度の理解促進に努めていく

必要がある。 

 

制度説明チラシを作成し、ホームページに掲載するとともに、内閣府及び厚生労働

省との連携・協力の下、当該施設について都道府県別の加入状況を整理し、未加入施

設が多い都道府県の洗い出しを行った。その情報を基に、各地域の支所を中心に地方

自治体等（当該施設を担当する福祉部局等）に赴いて制度説明を行い、制度周知等に

ついて協力依頼を行うとともに、理解促進に努めた。 

 

Ⅰ－５ 災害共済給

付の実施と学校安全

支援の充実 

また、学校現場における事故防止のた

めの取組に対し、より一層の支援ができ

るよう、事故防止のための資料等の活用

状況を調査し、個々の資料等の活用実態

を把握した上で、資料等が効果的に活用

できる方法を検討し、提供していく必要

がある。 

 

学校現場における事故防止のための資料等の活用状況に関する調査結果を踏まえ、

授業等で活用している好事例について、セミナーや研修において紹介するとともに、

広報誌に掲載した。 

加えて、活用頻度が高い資料をポスターにして、全国の学校等に送付するなど情報

発信に努めた。 

 

 


